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池上典子のホームページ　 

池上典子は「政党に属さず、特定の組織を代弁しない」「一人一人の市民以外に組織を持たない」 
無所属市民派の議員として、市政や議会に＜生活者・納税者＞の声を反映させるため活動しています!!

無所属・市民派 

－1－ －8－ 

「監査委員会の意見がまとまらない」ということで化石のような批判を
する方がおられます。住民監査請求を受け、全員一致で棄却し、司法の
場で違法性が問われる事例も出ており、監査委員会そのものの存在意義
が問われるケースも 
あります。 
私は、色々な意見の方
が監査委員会を構成し
ていることが大切だと
考えるのですが。 

：1953年　1月5日生（B型RH+） 
：1971年　岡山県立津山高校卒業 
：1975年　日本大学法学部卒業 
：1995年　枚方市議会議員　初当選 
：2003年　枚方市議会議員　三期目 
：夫、3人の子供、ボク(犬) 
：身長/163センチ、体重/？ 
：「がみちゃん♪」 
：囲碁 

生 年 月 日  
経 歴  
 
 
 
家 族  
大 き さ  
ﾆ ｯ ｸ ﾈ ｰ ﾑ  
趣 味  

【池上典子プロフィール】 

別れと出会い、そして新たな出発の春です。皆さんお元気でお過ごしでしょうか。�

昨年は、台風・地震と次々に各地で災害に見舞われ、被災された多くの方々の�

お気持ちを思うと、桜の春がことのほか待ち遠しく思われました。�

被災されました皆様、御家族の方に心よりお見舞い申し上げます。

枚方市の職員人件費についても、様々な「闇の
部分」が過去も、そして現在も存在しています。
その時々のご報告は「NEWS」の中でお伝え
してきましたが、今回は大きく報道されている
地方公務員の健康保険組合と互助会組織に
ついて、枚方市の場合は少しわかりにくいので
詳しく取り上げました。

といえば、年末から大阪市の職員厚遇問題に
ついて連日の新聞報道、果ては「税金逃れ」
として国税局までをも巻き込み「闇の部分」
が徐々に明らかになりつつあります。

市民の方に情報を提供することが必要だと

考えています。大阪市においても闇の部分

も含め、職員厚遇問題は「議会合意」すなわ

ち「市民合意」として、全てが決定・継続
されて来たのです。

対岸の火事ではなく、自分自身も身の引き

締まる想いで連日の報道に注目しています。

この機会をチャンスと捉え、市民の皆さん

の力も頂きながら、透明で真の市民合意を

得られるような枚方市の職員人件費になる

よう全力を尽くします。

今年度、池上は枚方市の監査委員をさせていただいて

おり、議員以上に厳しい守秘義務が課せられている

ことと、就任早々から相次いで提出される「住民監査

請求」への調査・対応に追われ、「N E W S 」の発行

が遅れておりましたことをお詫びします。

枚方市議会選出の監査委員は任期が１年となっており

ますので、悔いのないよう、５月までの職責をまっとう

したいと考えています。

激  震  

まさに、「パンドラの箱が開いた」状況です。 

P2～P6

住民監査請求 P8

職員人件費については…
 

職員人件費については…
 

枚方市の監査委員会は４名で構成され、毎月の収支、各部署別の監査、
工事の現場監査、教育現場監査、また地方自治法第２４２条に基づく
住民監査請求等、実に多くの監査事案が次々とあります。

①の退職時の加算は制度自体が廃止され、②③の非常勤職員については今年
４月から「任期付職員」に約３００人全員が移行し、結果からいえば全てが
解消され今後の違法性はなくなります。

枚方市職員の健康保険組合 監査委員会 

今回は、昨年の６月以降に提出された「住民監査請求」の中で、 
結果の出ている案件についてのご報告をします。 

（現時点での未解決案件は４件です）

①�全ての職員の退職時に１号級・２号級を加算する退職金支給について
� ２００４年６月２８日  対象金額１１８５万６０００円
②�非常勤である職員に退職金を支給することについて
� ２００４年１０月２６日 対象金額６８５２万４１６９円
③�非常勤職員に対するボーナス支給について�
� ２００４年１２月１日  対象金額１億３５６５万８３４６円

私は提出された３件について、すべて違法性があり 
監査請求を認める判断を出しました。 

 本来の職員給与の負担者である 

＜2004年12月29日�朝日新聞朝刊＞
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給与を減らし、人数を減らし、「闇」
といわれる部分を温存したまま・・
どこまでいくつもりなのでしょう。
どうせ人件費を減らすのならば、若
い職員のためにも「闇」の部分を解
消し、その「後ろめたさ」から解放
すべきです。

昨年の、新聞報道以来、市民からの反響の大きかった、

「徒歩通勤手当」いわゆる「靴代」支給にしても、1ヶ月400円です。

受け取っている職員自身も「いらんわ」と思われている方がほとんどだと思います。

「市民から何を言われようが握ったお金は１円でも離さない」と考える
職員は、実は少数です。その上、若い職員は現在数々ある手当ての全て
が未来永劫続くはずがないとの認識を持っています。 

市役所の12時45分から1時までの「休息時間」にしても、�

仕事をしないでただ机についているだけの「得体の知れない」

15分間に疑問を持つ職員も多いのです。

組合は、よく 「勝ち取る」 という言葉を使います。誰から勝ち取る
のか？何のために勝ち取るのか？「勝ち取る」こと自体が、「勝ち取った

権利を守り抜く」こと自体が目的化されているような印象を持ちます。

市長の３月議会における所信表明の中でも�

「今後5年間で職員数を770名削減する」�
と明示されています。

職員給料�3％カット が�
打ち出され、

今年度、

1ヶ月400円 
「いらんわ!」 



●法律施行時の経過措置を40年も継続し使っていること
自体に問題がある。
●法律の「できる規定（強制規定ではない）」なので、
双方の合意さえあれば直ちに解決できる。
●枚方市民の4分の1以上が加入している国民健康保険に
比べても余りに手厚い�
（概算：手取り800万円の職員の年間保険料約20万円…残りは税金で市民が負担）

法律では、地方公務員の医療保険は、
自治体と被保険者である職員が半分ずつ、�
つまり1対1の負担をすることが�
定められています。

昭和37年の法律施行以前に組織されていた「大阪府
市町村職員健康保険組合」は従前のまま継続できる
という特別措置により、以来、40年以上の長きにわ
たり厚遇が継続されているのです。 

大阪市の職員健康保険組合がこれにあたり、 
そして…まさに枚方市をはじめ、大阪市を除く 

府内43の市町村職員が加入する 
「大阪府市町村職員健康保険組合」がこれなのです。 

各自治体の首長選挙と密接につながり、全国の破綻寸前自治体のトップ
テンに名を連ねる大阪府下の各自治体。そのような財政状況をものとも
せず、脱法行為とさえ思える厚遇策、既得権益の維持を金科玉条のよう
に守り抜く…これが大阪府下職員厚遇問題の実態を示す氷山の一角です。�
重なる多方面からの声で、少しずつ負担の割合を変えてはいますが、�
今年度もまだ、

のまま、大阪市を除く府下全市の税金投入が予算化されます。

市（税負担）と職員の個人負担が2対1

（地方公務員等職員共済組合法）

私自身も2003年の決算特別委員会での質疑と、2004年の代表質問の中で、 
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平成16年度に市が互助会へ支出した�
枚方市職員一人あたり支出額は、

負担率を低減する等の議論があり、実際、徐々にではありますが市の負担割合
は下がっていますが（平成15年度1.86→平成16年度1.64→平成17年度1.5）、

もともと公務員の給与水準が低かった戦前の救済制度であり、
現在、公金投入の必要性は認められず、職員の福利厚生という
なら枚方市独自の職員共済会があり、2重の福利厚生を行うこと
の説明がつきません。 

枚方市職員の健康保険組合 枚方市職員の健康保険組合 

ところが… 

表　　平成16年度　枚方市職員の年間給与支給別人数表 1

約10万円で、  大阪市の 
約8万円をも上回る金額です。 
約10万円で、  大阪市の 

約8万円をも上回る金額です。 

あの 

負 負

負

負

負



負

これも又、健康保険組合と同じく、大阪市を除く府内自治体職員全てが

加入する「大阪府市町村職員互助会」に入っています。

法定基準どおり、 

市（税金支出）と職員の 

負担割合が1対1になるまで、 

徹底的に戦います!!

大阪府内の自治体は、全国財政ワーストテンの常連
に名前が挙がります。�
破綻寸前の自治体が、なぜ、職員にだけ法定基準以
上の税負担をするのか、しなければならないのか、
市民に対する説明さえありません。

●枚方市の職員人件費は下がった
とはいえ、一人平均年約900万円を
支出しており、それ以上の税補填
をしなければならない状況にない。

●平成12年に「枚方市が赤字再建
団体転落か!!（自治体倒産）」と
いう状況に陥り、福祉をはじめ市
民に対する市独自の上乗せのほと
んど全てをスタンダード（法基準）
に戻した。職員待遇のみを温存す
ることはバランスに欠ける。�
�
…等……行政側と激しい議論をし
ましたが、�
�
最後は「枚方市単独ではどうする
こともできない。」という回答の
壁にぶつかってしまうのです。

法定基準以上の税投入が枚方市だけで 

年間約3億円です。 年間約3億円です。 年間約3億円です。 

※P6　表1参照 
平成16年枚方市職員給与を参照 

枚方市職員の健康保険組合 枚方市職員の互助会 

この「退職給付金」については、大阪高裁の判決で「大阪府市

町村職員互助会」に対し吹田市に補助金を返還するよ

う命令が出され、現在互助会が最高裁に上告中です。 

互助会はその名のとおり、会員相互の互助を目的とした組織で、会員の入
院費補助（1日2000円）、結婚準備金（10万円）、再婚の場合は1回に限り

5万円、出産準備金（1児5万円）、成年祝い金（会員の子が18歳に達した時6万円）、
結婚記念祝い金（水晶婚祝い金3万円・銀婚祝い金5万円）、等々…があり、

この互助会 
（大阪府市町村職員互助会）に対する 

枚方市の負担金（税金）が 

年間約3億円にのぼります。 

この互助会は1932年（昭和7年）に設立され、
各市町村は職員の福利厚生を目的に、事業主として�
負担金（税による補助）を支出しています。

その負担率は、   と　　　が1.64対1です。市 職員 

特に
問題
とな
った
もの
に�

「退会
給付金

」がありま
す。

特に
問題
とな
った
もの
に�

「退会
給付金

」がありま
す。

（平成16年度）

これは、互助会からの退会、�

すなわち職員が退職する際に

支払われるお金で、最初に私が議会で指摘して

いた当時（平成15年）は平均して一人約500万円、

��「退職給付金」が支給されています。 
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なら枚方市独自の職員共済会があり、2重の福利厚生を行うこと
の説明がつきません。 

枚方市職員の健康保険組合 枚方市職員の健康保険組合 

ところが… 

表　　平成16年度　枚方市職員の年間給与支給別人数表 1

約10万円で、  大阪市の 
約8万円をも上回る金額です。 
約10万円で、  大阪市の 

約8万円をも上回る金額です。 

あの 

負 負

負

負

負
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給与を減らし、人数を減らし、「闇」
といわれる部分を温存したまま・・
どこまでいくつもりなのでしょう。
どうせ人件費を減らすのならば、若
い職員のためにも「闇」の部分を解
消し、その「後ろめたさ」から解放
すべきです。

昨年の、新聞報道以来、市民からの反響の大きかった、

「徒歩通勤手当」いわゆる「靴代」支給にしても、1ヶ月400円です。

受け取っている職員自身も「いらんわ」と思われている方がほとんどだと思います。

「市民から何を言われようが握ったお金は１円でも離さない」と考える
職員は、実は少数です。その上、若い職員は現在数々ある手当ての全て
が未来永劫続くはずがないとの認識を持っています。 

市役所の12時45分から1時までの「休息時間」にしても、�

仕事をしないでただ机についているだけの「得体の知れない」

15分間に疑問を持つ職員も多いのです。

組合は、よく 「勝ち取る」 という言葉を使います。誰から勝ち取る
のか？何のために勝ち取るのか？「勝ち取る」こと自体が、「勝ち取った

権利を守り抜く」こと自体が目的化されているような印象を持ちます。

市長の３月議会における所信表明の中でも�

「今後5年間で職員数を770名削減する」�
と明示されています。

職員給料�3％カット が�
打ち出され、

今年度、

1ヶ月400円 
「いらんわ!」 
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池上典子のホームページ　 

池上典子は「政党に属さず、特定の組織を代弁しない」「一人一人の市民以外に組織を持たない」 
無所属市民派の議員として、市政や議会に＜生活者・納税者＞の声を反映させるため活動しています!!

無所属・市民派 
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「監査委員会の意見がまとまらない」ということで化石のような批判を
する方がおられます。住民監査請求を受け、全員一致で棄却し、司法の
場で違法性が問われる事例も出ており、監査委員会そのものの存在意義
が問われるケースも 
あります。 
私は、色々な意見の方
が監査委員会を構成し
ていることが大切だと
考えるのですが。 

：1953年　1月5日生（B型RH+） 
：1971年　岡山県立津山高校卒業 
：1975年　日本大学法学部卒業 
：1995年　枚方市議会議員　初当選 
：2003年　枚方市議会議員　三期目 
：夫、3人の子供、ボク(犬) 
：身長/163センチ、体重/？ 
：「がみちゃん♪」 
：囲碁 

生 年 月 日  
経 歴  
 
 
 
家 族  
大 き さ  
ﾆ ｯ ｸ ﾈ ｰ ﾑ  
趣 味  

【池上典子プロフィール】 

別れと出会い、そして新たな出発の春です。皆さんお元気でお過ごしでしょうか。�

昨年は、台風・地震と次々に各地で災害に見舞われ、被災された多くの方々の�

お気持ちを思うと、桜の春がことのほか待ち遠しく思われました。�

被災されました皆様、御家族の方に心よりお見舞い申し上げます。

枚方市の職員人件費についても、様々な「闇の
部分」が過去も、そして現在も存在しています。
その時々のご報告は「NEWS」の中でお伝え
してきましたが、今回は大きく報道されている
地方公務員の健康保険組合と互助会組織に
ついて、枚方市の場合は少しわかりにくいので
詳しく取り上げました。

といえば、年末から大阪市の職員厚遇問題に
ついて連日の新聞報道、果ては「税金逃れ」
として国税局までをも巻き込み「闇の部分」
が徐々に明らかになりつつあります。

市民の方に情報を提供することが必要だと

考えています。大阪市においても闇の部分

も含め、職員厚遇問題は「議会合意」すなわ

ち「市民合意」として、全てが決定・継続
されて来たのです。

対岸の火事ではなく、自分自身も身の引き

締まる想いで連日の報道に注目しています。

この機会をチャンスと捉え、市民の皆さん

の力も頂きながら、透明で真の市民合意を

得られるような枚方市の職員人件費になる

よう全力を尽くします。

今年度、池上は枚方市の監査委員をさせていただいて

おり、議員以上に厳しい守秘義務が課せられている

ことと、就任早々から相次いで提出される「住民監査

請求」への調査・対応に追われ、「N E W S 」の発行

が遅れておりましたことをお詫びします。

枚方市議会選出の監査委員は任期が１年となっており

ますので、悔いのないよう、５月までの職責をまっとう

したいと考えています。

激  震  

まさに、「パンドラの箱が開いた」状況です。 

P2～P6

住民監査請求 P8

職員人件費については…
 

職員人件費については…
 

枚方市の監査委員会は４名で構成され、毎月の収支、各部署別の監査、
工事の現場監査、教育現場監査、また地方自治法第２４２条に基づく
住民監査請求等、実に多くの監査事案が次々とあります。

①の退職時の加算は制度自体が廃止され、②③の非常勤職員については今年
４月から「任期付職員」に約３００人全員が移行し、結果からいえば全てが
解消され今後の違法性はなくなります。

枚方市職員の健康保険組合 監査委員会 

今回は、昨年の６月以降に提出された「住民監査請求」の中で、 
結果の出ている案件についてのご報告をします。 

（現時点での未解決案件は４件です）

①�全ての職員の退職時に１号級・２号級を加算する退職金支給について
� ２００４年６月２８日  対象金額１１８５万６０００円
②�非常勤である職員に退職金を支給することについて
� ２００４年１０月２６日 対象金額６８５２万４１６９円
③�非常勤職員に対するボーナス支給について�
� ２００４年１２月１日  対象金額１億３５６５万８３４６円

私は提出された３件について、すべて違法性があり 
監査請求を認める判断を出しました。 

 本来の職員給与の負担者である 

＜2004年12月29日�朝日新聞朝刊＞


